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〈県技士会・今井技術部長〉　只今から長野県建設部・会計局と長野県土木施工管理技士会との意見交換会を開催します。進行を務める今井です。初めに牛越会長から挨拶申し上げます。
〈県技士会・牛越会長〉　今冬は12月より寒い日が続いており、特に１月中旬には県内全域にわたり大雪に見舞われました。会員の皆様におかれましても、国県道等の除融雪にご尽力を頂いているところでありまして、暖かな春の到来が待ち遠しいところです。このような中、技士会技術委員・理事・監事の皆様には県下各地より意見交換会にご出席頂きまして誠に有難うございます。また皆様方には日頃、技士会の事業活動等に対しまして、多大なるご尽力をいただいている事に対しましても御礼を申し上げます。また、県当局の皆様におかれましては、補正予算等で公務ご多忙中のところ、意見交換会にご出席を賜りまして深く感謝申し上げます。

県では経済対策として、９月補正予算で約30億円の県単独費を増額補正され、12月補正予算では国の経済対策に対応した、約24億円余の補助公共費を増額補正するとともに、19億円の債務負担行為を設定され、工事の前倒し発注をされております。安全安心を目指した社会資本の充実に向けてのご努力に対してお礼を申し上げる次第であります。更に総選挙で政権交代した事もあり、緊急経済対策を盛り込んだ、平成24年度補正予算案が開会中の通常国会に提出されております。補正予算案では、公共事業を中心に投資や消費を喚起し、経済成長に繋げる「復興・防災対策」、「暮らしの安心・地域活性化」等の施策が盛り込まれており、予算の早期成立を期待するものであります。技士会と致しましても、更なる施工管理に努力して参る所存でありますので、是非とも本年度中の発注を望むものであります。

一昨年３月に栄村を中心として発生した長野県北部地震は昨年末でほぼ復旧が完了したと聞いております。地震等何時起こるか予想も困難な自然災害の発生には、災害に強い社会資本整備の必要性を感じるとともに、防災、減災に向けた日々の努力の重要性を強く認識したところであります。安全で安心な社会資本の整備は我々技士会においても社会的使命と痛感しております。当技士会は会員一丸となって、その重責を果たして参る所存で御座います。

さて、県当局におかれましては、技士会からの長年の要望でもありますしゅん工書類の簡素化について、平成23年度、「工事しゅん工書類簡素化作業部会」を立ち上げられ、当技士会の技術委員も委員として参加させて頂き、平成24年度に約30件のモデル工事が発注されております。このモデル工事の検証等を行って頂き、更に書類の簡素化が進み、現場技術者の負担軽減に繫がっていく事を期待しております。
　最後に、本日の意見交換会については、前年度提案議題の検証を行い再提案をしております。また県下各地の現場で工事に従事する技士会員より寄せられた声でございますので、時間の許す限り取り上げて頂き、本意見交換会が有意義な会議になりますようお願いするとともに、本日ご出席の皆様方の更なるご発展とご健勝を祈念いたしまして、開会にあたってのご挨拶と致します。
〈県技士会・今井技術部長〉　県を代表して宮原技術管理室長からご挨拶を頂きたいと思います。
〈県技術管理室・宮原室長〉　日頃は県建設行政の推進に当たり、ご理解、ご協力を賜りこの場をお借りして御礼申し上げます。また、このところ大雪が続いておりますが、皆様には除雪対応等でご苦労頂いている事に重ねて感謝申し上げます。工事現場等では積雪で足場が悪くなっており、年度末に向け工事現場を管理される皆様、また除融雪作業に従事される皆様に置かれましては、安全管理、事故防止に留意頂く中で工事の施工管理、作業等行うようお願いします。

大震災、県北部地震からこの春で２年経過しようとしています。皆様のご尽力により、栄村では復旧事業もほぼ終了し、年末には復興住宅への入居が開始される等、確実に復旧から復興へと前進しているところです。被災地での一日も早い復旧、復興を願い、引き続きご尽力をお願いします。

さて、今年度の建設部予算ですが、経済対策として９月、11月と二度の補正予算を組み、災害時の緊急輸送路や砂防施設等の整備を図るべく、発注等対応しているところです。国では、緊急経済対策を実施するため、１月15日には10兆円を超える財政支出を前提とした補正予算が閣議決定され、２月中旬には国会で議決される見込みです。本県においても２月20日に開会する２月議会で早期に国補正に対応する予算を議決し、執行する予定です。補正予算は25年度当初と合わせて15カ月予算として位置付け、切れ目のない予算執行を目指しています。経済効果が早期に発現されるよう、発注者としても対応して参りますので、皆様にも様々な面からご協力、支援頂きたいと思いますのでよろしくお願いします。

本日の意見交換ですが、昨年度からの継続議題２件、新規25件の計27議題を技術委員会で纏めて頂きました。意見交換を通して、建設工事の品質確保や設計・積算の最適化、施工の効率化等、発注者、受注者それぞれの技術の向上を図りたいと考えています。本日はよろしくお願いします。
〈県技士会・今井技術部長〉　事務局から報告します。本日は長野支部の岡澤理事と飯田支部の北沢監事が都合により欠席します。続いて、県側の出席者を紹介させて頂きます。宮原技術管理室長、西元主任専門指導員、小松副主任専門指導員、関副主任専門指導員、石坂副主任専門指導員、石田副主任専門指導員、宮尾専門指導員、青木専門指導員、小林主任工事検査員です。ここからの議事進行は黒沢技術委員長にお願いします。

〈県技士会・黒沢技術委員長〉　本日は再提案議題２件と新規提案議題25件の合わせて27議題があります。支部から上げられた議題を技術委員会が精査したもので、技術委員が説明します。それぞれの議題に対してその都度、県から回答頂く形となります。意見交換を前に提案議題に関連する簡素化モデル工事の試行状況について県から説明頂きます。

〈県技術管理室・宮尾専門指導員〉　平成20年度以降、ワンデーレスポンスや情報共有システム実証実験、工事しゅん工書類簡素化基準等を行ってきており、22年度にはこれらをセットとして「工事しゅん工書類簡素などを徹底するモデル工事」を21件試行しました。その後、取り組みを強化するため、官民協働による「工事しゅん工書類簡素化作業部会」を立ち上げ、これまでに３回開催しました。各支部から簡素化に繋がる提案を頂いたり、発注者側も意見を出し、それを集約してモデル工事の内容を精査してきました。ワンデーレスポンスはこれまで通りですが、情報共有システム実証実験の取り組みを必須化したほか、工事日誌、下請総額3,000万円未満の下請契約書の写しの提出を廃止しました。発注者向け説明会や検査員会議を通じて、モデル工事の概要、留意事項等の周知に努めました。アンケートも実施する予定です。試行件数は16所で29件の見込みです。原則、年度内完了の工事を対象としましたが、これから契約する案件もあります。今後、作業部会や分科会を開催し、本格運用に向けたスケジュール等を検討していきます。品質確保等を図る中で簡素化出来るものを探り、双方の業務効率化を目指していきます。
〈県技士会・黒沢技術委員長〉　続いて、情報共有システム実証実験の実施状況について説明頂きます。
〈県技士会・今井技術部長〉　24年度は８月時点で前年度と同じ件数でしたが、９月以降に増加し、12月末現在で６割増の状況となっています。農政部と林務部で倍増しています。請負金額別では3,000万円以上5,000万円未満が多い状況です。地区別では南信、中信の利用件数が大きく伸びました。操作講習会を４カ所で開催し、発注者にも参加頂きました。建設業協会の会員企業177人、発注機関61人の238人が参加しています。

　続いて、会員向けの利用状況アンケートについて説明します。256社から回答がありました。このうちの２割の企業が22～23年度にシステムを利用しています。利用した理由は「現場と発注機関との距離が遠いので利用効果があると判断」が最多です。利用効果としては「発注者との協議時間が短縮され、その分、現場対応の時間が多く確保出来た」との意見が最も多く挙げられました。その一方、利用しなかった理由では「県工事の受注件数が少なく、利用に適した現場がなかった」が多い状況です。今後の利用については「請負金額、工事現場の位置等により選択利用したい」、必要な方策としては「発注者側にも利用効果はあるので、利用料金について発注者も負担する」が一番多い意見でした。
〈県技士会・黒沢技術委員長〉　それでは意見交換に入ります。新規提案議題「工事支障物件の移転について」お願いします。
＝新規提案議題「工事支障物件の移転について」＝

〈県技士会・石田技術副委員長〉　支障物（地下埋設物等）の事前協議が無く、発注後の協議となるため、着工が遅れてしまいます。発注前の十分な協議をお願いします。
〈県技術管理室・関副主任専門指導員〉　建設工事の発注に当たっては、計画的な発注、平準化、事業効果の早期発現のために早期発注に努めています。提案されたような事例は承知しているところです。従って、工事中断に伴う工期延長等で事業効果の発現や受注者の施工等に影響が生じる事のないよう、やむを得ず支障物件が残る事が分かっている場合は特記仕様書に明示して移設期間を見込んだ工期を設定するよう技術係長会議でも徹底しています。９月10日に以下２点を各事務所に通知しました。一つ目は計画担当、用地担当、工事担当による調整会議を随時行い、地元調整、地権者、支障物件等に係る問題点を共有して支障物件等が残る事がないよう対応する事、現場条件に考慮した適切な設計を行う事としました。二点目は中部電力、ＮＴＴ、上下水道等の物件は移設に時間の掛かる事が多いので、工程に支障無きよう事前に関係機関と十分調整する事です。そして、文化財保護に係る手続きも注意して徹底する事を通知しました。１月25日の技術係長会議でも再度周知したところです。
〈県技士会・黒沢技術委員長〉　ご意見、ご質問無ければ新規提案議題「設計計上の内容について」お願いします。
＝新規提案議題「設計計上の内容について」＝

〈佐久支部・森屋技術委員〉　地先境界ブロックの積算が1本当り２ｍの製品で積算されている場合がありますが、東信地区には２ｍ物が無いので、設計時に配慮して欲しいと思います。南信地区にはあるとの事です。
〈県技術管理室・石坂副主任専門指導員〉　製品の長尺物については、設計段階で発注地区に流通している製品かを確認した上で積算に反映させる事を徹底したいと思います。
〈県技士会・黒沢技術委員長〉　ご意見、ご質問無ければ新規提案議題「道路維持、修繕工事、電線共同溝工事の日当たり作業量の見直し又は補正について」お願いします。
＝新規提案議題「道路維持、修繕工事、電線共同溝工事の日当たり作業量の見直し又は補正について」＝

〈上小支部・坪木技術委員〉　土木工事標準歩掛において、日当たり作業量が設定されている工種の中で、道路維持修繕工事等では現場条件により作業効率が低下します。この場合、日当たり作業量の見直しか補正をお願いします。路上再生路盤工において切削工は、設計ではｔ＝10㎝を１回で施工しますが、実際はｔ＝５㎝を１回で、２層目のｔ＝５㎝は、路上再生路盤工の進捗に合わせて施工します。一日の工程は安全性を考えて、切削・路上再生路盤工・基層を施工しなくてはなりません、作業効率が非常に悪いです。主要道路の交通規制時間は、渋滞防止のため午前９時から午後４時半です。

〈県技術管理室・青木専門指導員〉　国交省では道路修繕工事、電線共同溝工事、道路維持工事の不調・不落対策として、日当たり作業量の補正を試行している状況です。土木工事標準歩掛でも特に記載は無く、国交省に確認したところ、内部的に試行しているという事です。県としては国の試行状況や他自治体の動向を参考に今後研究していきたいと考えています。
〈上小支部・坪木技術委員〉　交通規制の時間ですが、主要道は９時から４時半となっています。補正の考えはありませんか。
〈県技術管理室・青木専門指導員〉　そちらについても、検討していきたいと考えています。
〈上小支部・坪木技術委員〉　主要道路の場合は、作業開始が９時のため、８時に出勤しても待っているだけなのでその点を踏まえてご検討お願いします。
〈県技士会・黒沢技術委員長〉　他にご意見、ご質問無ければ新規提案議題「地元説明会について」お願いします。

＝新規提案議題「地元説明会について」＝

〈諏訪支部・矢嶋技術委員〉　最近、地元説明会が各工事発注後に施工業者主体で行われていますが、設計の内容や構造物の種類等といった構造上の変更を伴う質問があり、その後、施工業者にて設計照査及び再設計を行っていては工期や原価管理に支障が出ます。工事発注前に地元説明会を開いてどの様なものが出来るか等の構造物の説明や家屋調査実施の必要性等、各種問題点があるのかを、事前に確認して頂ければスムーズな施工が出来、かつ各問題点を事前に設計に反映出来ると思います。また地元説明会開催時点で構造上（技術的な）の問題が発生し、変更を余儀なくされた場合、工期的な余裕が無くなってしまいますので、発注前の十分な計画、地元との協議等を完了してから発注して頂きたいと思います。一つの例として、用地に絡んだ構造上の変更があります。こうした時に説明会を二度開催する、ときには三度開催する話を聞いた事があります。工事が著しく遅れる、寒中時にずれ込む等の例が多く見受けられます。
〈県技術管理室・関副主任専門指導員〉　測量に始まり、計画段階、詳細設計後の用地説明会等、発注前にも実施しています。発注後の説明会は施工方法が決まった段階で具体的に説明するものです。地権者から細かい要望が出てくる場合があると思います。図面と現場条件の違い、地権者の要望等は協議書に整理し、対応方法を監督員と十分に協議するようお願いします。
〈県技士会・黒沢技術委員長〉　ご意見、ご質問無ければ新規提案議題「砂防ソイル(ＩＮＳＥＭ－ＳＢウォール)工法における詳細設計について」お願いします。
＝新規提案議題「砂防ソイル(ＩＮＳＥＭ―ＳＢウォール)工法における詳細設計について」＝

〈諏訪支部・矢嶋技術委員〉　設計のボーリング調査及び配合試験の為の試掘の結果、発生土は50％の高含水比の土砂であったため、この土砂をＩＮＳＥＭ材として含水比15％以下とするには、曝気が不可欠です。しかし実際50％の含水比を15％まで下げるには、広大な敷地に敷均し２カ月程度の期間を要しますが、当現場においては掘削完了後、上記期間を費やす事が困難であったため、代替の発生土を使用して配合試験を２回行いその結果が出るまでの２カ月程度の期間を無駄にしました。新しい工法を取り入れる上で、設計の段階で検討を綿密にして頂かないと、現場で目に見えない時間を費やしてしまいます。また、今回は砂防ソイル工法をお話しましたが、類似する地盤改良を伴う仕事についても同じ事が言えると思います。

〈県技術管理室・関副主任専門指導員〉　砂防堰堤等において砂防セメント工法を採用する場合、設計段階で現地発生材の土質調査と配合試験を実施して活用可能かを判断して適切な設計を指導している、との回答が砂防課からありました。提案事例のような事が無いよう調査と試験を指導しているとの事です。着工後に調査結果により、含水比が高い状況が生じた場合は発注者と協議して適切な対応をお願いしたいと思います

〈諏訪支部・矢嶋技術委員〉　地盤改良等になると、配合試験をする必要があります。結果が分かるまで４週間掛かるケースもあります。試験の簡略化を出来ればお願いしたいです。
〈県技術管理室・関副主任専門指導員〉　配合試験はどうしても必要ですので、発注者と協議して上手く工程を調整頂ければと思います。
〈県技士会・黒沢技術委員長〉　ご意見、ご質問無ければ新規提案議題「設計照査の範囲及び設計図書の訂正・変更について」お願いします。
＝新規提案議題「設計照査の範囲及び設計図書の訂正・変更について」＝

〈飯田支部・藤本技術委員〉　受注者は、土木工事共通仕様書１―１―３及び工事請負契約書18条第1項により、設計照査を行う事になっていますが、その範囲が明確になっていません。照査結果提出後、監督職員から更に必要な説明又は書面の追加要求がある場合、請負業者は従わなければなりません。また中間測点で必要と思われる新規横断図面作成費用や土留工における現場条件不一致による再検討等は、現場毎対応がまちまちとなっています。設計照査を実施するための要領書整備と設計図書の訂正・変更の実施者についての基準を明確にして頂きたいと思います。

〈県技術管理室・関副主任専門指導員〉　工事施工に伴う設計照査等は、工事目的物の変更設計を目的にしたものではないと現地機関に通知して指導しています。21年９月に通知しました。また、技術係長会議等でも徹底に努めています。ただ、新たに測量が必要となる場合もあります。そういった場合は個別に対応願います。
〈飯田支部・藤本技術委員〉　変更がかかるとの内容になれば、協議という理解でよろしいですか。
〈県技術管理室・関副主任専門指導員〉　変更設計を行うのは発注者という事になっています。現場合わせでの変更設計も当然生じてくるわけですので、どこまで発注者、または受注者がやるのかは個別に協議をお願いします。
〈飯田支部・藤本技術委員〉　マニュアル化も是非ご検討頂きたいと思います。
〈県技士会・黒沢技術委員長〉　ご意見、ご質問無ければ新規提案議題「調査ボーリングについて」お願いします。
＝新規提案議題「調査ボーリングについて」＝

〈県技士会・石田技術副委員長〉　発注時での調査ボーリングデータと施工現場で掘削を行った時の土質がかなり異なっていて、工法の変更が必要になりました。規模の大きな掘削や、土質により工法等の変更が必要となる工事では調査ボーリング数を増やす等の検討をお願いします。
〈県技術管理室・関副主任専門指導員〉　適切な設計が出来るよう、十分な調査ボーリングをすべく努力していますが、特殊な現場、地形条件により想定と異なる土質の場合もあります。現場条件の違いによる工法、工期変更には適切に対応しますので監督員と協議をお願います。
〈県技士会・黒沢技術委員長〉　ご意見、ご質問無ければ新規提案議題「各種工事の施工時期の検討について」お願いします。
＝新規提案議題「各種工事の施工時期の検討について」＝

〈佐久支部・森屋技術委員〉　舗装工事の場合、厳冬期の舗装工事等の施工は、気温により品質的に後々さまざまな問題が生じてくる場合が考えられるので、適正な施工時期になるように発注をお願いします。凍上による品質低下等が考えられます。法面植生の場合、工期上、法面植生に不適切な時期で施工せざるを得ない場合があります。しゅん工後の法面崩落にもつながるため、何か文章化して統一し、工期以降の施工として出来ないでしょうか。例えば、特記等で「監督員と協議する事」を記載頂くようお願いします。
〈県技術管理室・関副主任専門指導員〉　発注時期については、舗装工事の場合、計画的な発注に努めています。ただ、地元対応、用地補償等の理由で冬期間になってしまう場合があります。適切な工期設定により、施工に支障が出ないように努力していますので、監督員と協議をお願います。共通仕様書では５度以下では施工してはならないとしています。また、敷均し時の混合物の温度は110度以上です。適切な温度管理について協議をお願いします。法面植生については、施工管理上、時期的に難しい場合は設計変更の協議をお願いします。法面植生の寒冷特別地域の適切な時期は４月中旬から６月下旬、９月上旬から10月中旬とされています。これ以外の地域でも適切な養生によって施工出来るという事ですので、設計変更について監督員と協議をお願いします。
〈県技士会・黒沢技術委員長〉　ご意見、ご質問無ければ再提案議題「自ら積算」お願いします。
＝再提案議題「自ら積算について」＝

〈大北支部・原技術委員代理〉　

24年度の検証の結果、総体的には改善されてきていると思います。ただ、県内本店案件等、県内各現地機関の案件を調べて積算してみましたが、任意仮設の情報開示内容が事務所間で格差があります。例として砂防工事の水替工について調べると、詳細項目をしっかり書いている事務所がある一方で、対象流量も明示していない案件もありました。統一をお願いします。産業廃棄物の運搬距離と処理施設で、処分費が安いという事で、発注ブロック外の処理施設が選定されている場合があり、地域活性化につながらないのではと考えます。中信地区で調べたところ、地区外処分により最安値を採用している現場と地区内処分の最安値を採用したところがあります。どちらが正しいのか統一頂ければと思います。

要望・提案事項は、設計書の仮設工の内容が曖昧であったりする部分について、質問書を初日に提出しても、回答が回答期間の最終日になる等遅く、再質問が出来ないケースがあります。回答もワンデーレスポンスをお願いします。また、標準的と回答にありますが、標準仮設規格等の考え方が全県で統一されているのでしょうか。
〈県技術管理室・青木専門指導員〉　まず、要望提案事項についてお答えします。最終日になる案件があるとの事ですが、迅速な回答に心掛けていきます。標準仮設規格の考え方については、一般的に使用している仮設工法はあります。しかし、現場で規模や条件が異なるので現場に適応した工法を採用しているところです。採用に当たっては、係長等の経験を持った職員が精査しているのが現状です。

〈県技士会・黒沢技術委員長〉　産業廃棄物の運搬の件はいかがでしょうか。

〈県技術管理室・青木専門指導員〉　コンクリートアスファルトについては、60㎞圏内で最安値としています。
〈県技士会・黒沢技術委員長〉　ご意見、ご質問無ければ新規提案議題「砂防工事、河川工事の仮設道路、仮締切、仮排水路、水替工を指定仮設としてもらいたい」お願いします。
＝新規提案議題「砂防工事、河川工事の仮設道路、仮締切、仮排水路、水替工を指定仮設としてもらいたい」＝

〈上小支部・坪木技術委員〉　任意仮設の場合、設計では高い割合で低コストで計上していますが、現地を踏査すると安全性を高める為、高コストで積算してしまいます。現在の入札制度では、いかに設計金額に近い積算が出来るかが、落札に深く関係する為、現地を良く調査し熟慮した方が、結果的に設計金額と差が大きくなり不公平となっています。
〈県技術管理室・青木専門指導員〉　契約約款の第１条第１項において、工事目的物を完成させるための仮設施工方法等の手段については、受注者の責任において定める事項となっています。発注者が仮設備の工種や施工方法を具体的に明示して設計図書の通りに施工を行う必要がある場合は指定仮設としているのが現状です。任意仮設は積算上、施工計画立案上、必要な情報であり、応札者が知り得ない情報について参考図、現場条件明示等により記載しているところです。現地踏査と明示事項を勘案の上、応札者の判断により、積算して頂くようお願いしているところです。
〈上小支部・坪木技術委員〉　積算者の判断で応札しろという話ですが、今の入札制度で言えば県で設計する金額に一番近いのが落札する率が高いです。それを施工業者に見積もりさせると、どうしても高上がりになります。入札に関しては、県がいくらで考えているのかを予想して応札しています。事務所ごとに公開している情報にばらつきがあるようです。それを統一してもらい、出来れば指定仮設にして欲しいと思います。
〈県技術管理室・石坂副主任専門指導員〉　仮設の参考図、資料については応札者に発注者の基本的な考え方が判断出来るように明示しています。していない場合は質問頂ければと思います。
〈上小支部・栁沢理事〉　この議題を挙げた理由は、仕事を出来る出来ないかの瀬戸際であるという事です。地元のため河川等の状況を知っているが故に、現場を見て仮設を考えると高くなります。安全を見るのです。地区外業者が県の積算を予想して結果的に落札するケースがあります。どの業者も公平に積算出来るよう、細かいところを提示してもらい、誰が積算してもぶれないような形にして欲しいところです。
〈県技術管理室・石坂副主任専門指導員〉　仮設の参考図や現場条件明示書等、皆様が条件として判断出来ないものは極力明示する形で周知しているところです。
〈上小支部・栁沢理事〉　指定仮設にした場合は変更がついてまわるので、任意仮設にした方が落札後の不公平は無くなるとの意見が発注者側にあるようです。契約後に変更すると不公平になるとのようですが、私達からすると、積算、入札時に不公平がないようにお願いするところです。
〈県技術管理室・石坂副主任専門指導員〉　当初想定された現場条件と違いがあれば、任意仮設であっても協議の上で変更が可能です。
〈県技士会・黒沢技術委員長〉　他にご意見、ご質問無ければ新規提案議題「仮設工（任意仮設）について」お願いします。
＝新規提案議題「仮設工（任意仮設）について」＝

〈上小支部・坪木技術委員〉　任意仮設物の構造計算、強度計算及び仮排水の流量計算、揚程計算等を実施する様に施工計画時及び指導監査等で度々指摘を受けますが、設計の段階で河川の流量等の現地の調査データも十分に無い上に、計算式も任意の物を使用して計画を実施しているのが現状だと思われます。この様な状況下において、重大な不具合、事故等が発生した場合、その責任の所在は計算を実施した請負会社の主任技術者又は現場代理人となるのでしょうか。指定仮設の場合でもその根拠及び計算等が資料として公表されておらず、かつ根拠に則った説明も受けておりません。技術面、安全面の観点から考えても仮設計画における根拠が不要であるとは言い難いですが、行政による指導及び計算根拠の統一化、現地での計画に必要なデータを提示して頂きたいと思います。
〈県技術管理室・青木専門指導員〉　河川工事において対象流量は施工条件事項により明示する事になっています。また、構造設置位置、区間についても参考図で明示して発注者の考えが分かるようになっています。受注後の実施段階で明示された現場条件、資料が正しいかを確認頂き、適切な仮設計画の立案をお願いします。設計の現場条件に相違があった場合は、発注者と協議をお願いします。任意仮設であっても変更の対象になります。仮設工の計画に当たり、流量計算等の資料は必ずあるはずです。提示されない場合は必要なデータを求めるようにして下さい。
〈上小支部・栁沢理事〉　重大な不具合、事故等が発生した場合の責任の所在については如何でしょうか。
〈県技術管理室・青木専門指導員〉　ケースによりいろいろあると思います。基本的に提示した流量等を実施段階で精査して下さい。全てが現場の責任とは言えないケースもあると思います。現場で仮設が流された等の場合は発注者と協議をお願いします。
〈上小支部・栁沢理事〉　諏訪建設事務所管内の工事で裁判に至ったケースがあるようです。仮設の積算ともリンクする事だと思いますが。
〈県技士会・原技術副委員長〉　諏訪の問題のような第三者や物件が関わるような場合は極力指定仮設にして頂き、責任の所在がはっきりする形で発注頂きたいと思います。
〈県技術管理室・青木専門指導員〉　被災後の出水により、土石流が発生する恐れがあるような場合は、現場を精査した上で指定という方法も選択していかなければと考えています。
〈県技士会・黒沢技術委員長〉　他にご意見、ご質問無ければ新規提案議題「任意仮設についての諸問題について」お願いします。
＝新規提案議題「任意仮設についての諸問題について」＝

〈大北支部・原技術委員代理〉　予定価格の積算では、直接工事費に占める工種の内容により諸経費体系が、「道路改良、道路・河川構造物、道路維持、河川工事、河川維持・・・」等に区分されると聞いております。しかし、発注担当者により、諸経費の取り方がまちまちで統一されておりません。さらに任意仮設ですと仮設方法の考え方が変わった場合には工種が変わり諸経費体系も変わります。このため、大きく応札額が違い失格にもなります。入札積算に影響が大きいので公告時に諸経費体系を公表するべきと考えます。公表しない理由がわかりませんので、平成25年度からの公表をお願いします。

事例として、仮設道路が８割を占めて本体工事が２割の場合、どちらの諸経費になるか教えて欲しいと思います。次に任意仮設で現場条件の相違があった場合は、協議により容易に変更対象として頂きたいと思います。変更に必要な協議資料を作る労力と資料費が掛かり、増工金額に釣り合わないと、変更協議をしない方が良い場合もあります。費用が実際に発生しているので、正当な理由がある場合は、協議書一枚程度で変更頂けるようお願いします。

〈県技術管理室・青木専門指導員〉　諸経費体系については、積算する中で主たる工事が判断出来るという事で公表していないのが現状です。しかし、発注者が指定する制約事項、応札者が知り得ない事項は現場条件を明示する事としています。任意仮設について契約後の現場精査により、公告時に明示した現場条件と相違があった場合は、資料を添えて頂いて発注者と協議をお願いします。変更の対象となり得ます。それから、仮設道路が８割を占める場合は、仮設道路の諸経費体系となります。

〈大北支部・原技術委員代理〉　全県的で統一されていると言う事ですね。
〈県技術管理室・青木専門指導員〉　現在も主たる工種が何かという事で諸経費を選択する形になっています。提案のような事例があれば指導していきたいと思います。

〈県技士会・黒沢技術委員長〉　仮設については議題として数多く挙げられています。今回の回答内容を踏まえて各支部で検証し、必要があれば提案、質問したいと思います。他にご意見、ご質問無ければ新規提案議題「安全に関する施工協議について」お願いします。
＝新規提案議題「安全に対する施工協議について」＝

〈安曇野支部・古田技術委員〉　工事を進める際、安全の観点から施工方法並びに仮設計画について、施工協議を行う場合がありますが、最近発注者側と打合せをしていると費用の側面を重要視して、安全に対する意識が欠如している様に思われます。施工者として、工事を安全に行うために発注者と施工協議していく中で双方の考えが不一致の場合、どう対処すれば良いのでしょうか。
〈県技術管理室・関副主任専門指導員〉　請負契約約款の第１条第３項に自主施工の原則が謳ってあります。契約書や設計図書に特別の定めがない限り、安全対策を含む施工方法や仮設計画は受注者がその責任において定めるというものです。条件明示された安全対策がある場合、当初想定された現場条件と違いがあれば設計変更の対象となります。また、現場条件により当初想定されない安全対策が必要となる場合も設計変更の対象となりますので監督員と適切な協議をお願いします。安全対策については仕様書等に細かく規定されているので適切な施工をお願いします。安全管理の責任は受注者側にありますので発注者と適切な協議をして安全施工をお願いします。

〈県技士会・黒沢技術委員長〉　双方の考えが不一致の場合はどうなりますか。
〈県技術管理室・関副主任専門指導員〉　それは協議してもらうという事ですが、事故等が起こった場合、最終的な責任は受注者になるのが今のシステムです。いずれにせよ、発注者としっかり協議頂きたいと思います。

〈県技士会・黒沢技術委員長〉　ご意見、ご質問無ければ新規提案議題「情報共有システムの運用向上に向けて」お願いします。
＝新規提案議題「情報共有システムの運用向上に向けて」＝

〈飯田支部・藤本技術委員〉　現場条件や扱う人間のレベル、共有化の内容、付随する添付書類等の問題があります。システムを利用する事は紙を減らす意味でもとても重要です。検査の時に紙出力を求める事が無いよう対応をお願いします。さらに発注者・請負業者合同の講習会ももっと実施して欲しいと思います。情報共有システムを活用する際に掛かる費用は設計に計上されていません。その中で国土交通省発注の工事においては、情報共有システムの費用は共通仮設費に積み上げ計上されています。今後、県においても費用を設計に計上して頂きたいと思います。
〈県技術管理室・宮尾専門指導員〉　操作講習会に発注者側も参加させて頂きました。実証実験は原則全ての工事が対象ですが、費用を受注者負担としています。県の場合、取り組みを評価出来る場合は成績評定の創意工夫に反映しています。技術者セミナーやホームページでも周知しています。本格運用に当たっては国の動向を見ながら、費用負担等を検討していきます。

〈県技士会・牛越会長〉　発注者側にも利用効果はあるわけですね。費用の半分くらいは県でみてもらっても良いのではと思います。
〈県技術管理室・宮尾専門指導員〉　国の動向については、はっきりと分かりませんが、25年度の全面実施の予定が先延ばしになるとの話もあるようです。費用と各プロバイダー間のデータ連携等がその理由のようです。県では基本的に受注者のメリットが大きいので費用はみていませんが、評定で対応している状況です。

〈県会計局・小林主任工事検査員〉　書類簡素化モデル工事を実施するに当たり、作業部会に検査員も参加し、検査員会議でもモデル工事の趣旨の徹底を図っています。電子で提出頂いた資料を紙で求める事がないよう徹底していますが、今回議題として提案頂きましたので、再度、徹底を図りたいと思います。
〈県技士会・黒沢技術委員長〉　ご意見、ご質問無ければ、ここで休憩を取りたいと思います。

＝＝＝　休　憩　＝＝＝

〈県技士会・黒沢技術委員長〉　会議を再開します。新規提案議題「種子吹付工の国産在来種の使用について」お願いします。
＝新規提案議題「種子吹付工の国産在来種の使用について」＝

〈更埴支部・中沢技術委員〉　現在、設計段階では種子吹付工の種子の産地については特別に指定が無いと理解しています。しかし、施工段階で国産の在来種での配合計画を要求される事があります。国産在来種では単価が大幅に増加してしまいます。発注者より国産の在来種の使用を求める場合は、この経費の増加分を設計に変更計上をお願いします。
〈県技術管理室・石坂副主任専門指導員〉　植生の機材吹付工や種子の散布工等を発注する場合、市場単価で定められているものとしています。それ以外については市場単価の適用外となります。このため、提案のように発注者が配合計画の変更を要求した場合は、設計変更の対象となります。

〈県技士会・黒沢技術委員長〉　ご意見、ご質問無ければ新規提案議題「三者協議会の設置について」お願いします。

＝新規提案議題「三者協議会の設置について」＝

〈伊那支部・黒河内技術委員〉　発注機関及び設計機関の設計思想が現場で反映出来る様な形となるよう、最低一回は（工事が開始される前）三者協議を開催して頂きたいと思います。更に工事期間中、必要であれば随時開催出来る体制を作って下さい。必要事項として特記仕様書に記載するようお願いします。

〈県技術管理室・石坂副主任専門指導員〉　工事施工三者会議は、設計者から施工者へ当該工事の設計意図等を詳細に伝達して三者間の各種情報を共有する事で、工事目的物の品質確保を図るものであり、積極的に推進しているところです。協議を通じて三者間の技術交流による技術力向上、問題発生時の迅速な対応が想定されています。現場条件の特殊性に応じて複数回開催する事も可能です。着工後に必要と判断されれば、開催も可能です。その際には発注者と協議をお願いします。業務、工事の発注に当たり、開催が必要な場合は特記仕様書に記載するようにしています。

〈県技士会・黒沢技術委員長〉　特記仕様書に記載していなくても、受注者の協議で開催可能という事でよろしいですか。

〈県技術管理室・石坂副主任専門指導員〉　協議して頂きたいと思います。

〈県技士会・黒沢技術委員長〉　ご意見、ご質問無ければ新規提案議題「契約の変更について」お願いします。

＝新規提案議題「契約の変更について」＝

〈松筑支部・藤沢技術委員〉　発注工事において契約の変更を締結する場合、まず県から「契約の変更について（通知）」が届き変更契約書を提出するわけですが、それに伴う変更設計書については、変更の通知文より後から頂いている状況であります。特に請負金額の増減に関しては、変更設計書と受注者が提出している80％出来高を照合させて頂く必要性があります。変更設計書を確認した後、変更契約を締結するという順序でお願いしたいと思います。
〈県技術管理室・関副主任専門指導員〉　80％出来形図による変更については、変更設計数量、変更請負金額について協議して定めるよう21年９月の通知から指導しています。新工種が追加されたり、大幅な設計変更があった場合はきちんと協議とお願いします。80％出来形図を提出する時にきちんと監督員に伝えて契約変更の前に設計金額を協議して下さい。契約約款第24条に基づき、協議して定める事になっているのでそれを徹底します。

〈県技士会・黒沢技術委員長〉　ご意見、ご質問無ければ新規提案議題「工事中止命令解除後の技術者の変更及び工事中止期間中の経費について」お願いします。

＝新規提案議題「工事中止命令解除後の技術者の変更及び工事中止期間中の経費について」＝

〈県技士会・原技術副委員長〉　工事中止命令が出た場合、業者としては当該技術者を他の工事の技術者として使用したいと考えております。しかし、総合評価落札方式の案件での主任技術者の変更は原則出来ない事になっていますし、やむを得ない理由により技術者を変更した場合は、工事評点の中で法令違反とし減点されてしまいます。業者としては、少ない技術者を有効に配置し、工事を受注していくように考えるのは当然の事と思います。工事の中止命令が出た場合は、技術者の変更を認めてもらいたいと思います。さらに、変更に際しても法令違反等の罰則を提要しないような配慮をお願いします。工法変更により数ヶ月単位で工事に着手出来無くても、技術者は拘束され、出来高が上がらないまま経費だけが嵩んでいきます。対策はないものでしょうか。

　事例１は、工事個所の用地取得が未完全のまま発注。当初工期は平成24年３月30日から24年８月６日でしたが、準備工（伐採）に着手出来たのが24年７月30日だったという事です。事例２は設計照査の段階で工法検討・コンサル再調査が発生し、回答を得るまで２カ月が経過しました。さらに観光シーズンに絡んでしまい着手出来ず、トータル４カ月待たされたという事です。事例３は、設計照査で現地不一致があり、調査・工法検討・資料作成（コンサルの仕事？）を受注者が行い３カ月要しました。工期が延長され、施工期間が悪条件となってしまいましたが、経費は見てもらえなかったとの内容です。

　経費もさる事ながら、受注時と条件が変化した事で技術者の有効配置のために変更を前向きに考えて欲しいという意見です。

〈県技術管理室・関副主任専門指導員〉　主任技術者及び監理技術者の専任配置は、工事用地等の確保が未了、自然災害の発生、埋蔵文化財調査等により工事が全面、一時中止している期間は専任を要しない事になっています。途中交代についても、受注者の責によらない理由で工事中止、工事内容の大幅な変更が発生して工期延長した場合は変更出来る事になっています。ただ、途中交代出来る場合であっても総合評価の場合は、契約時と同等以上の要件を満たす技術者を配置しなければなりません。配置出来ない場合は技術者に係る各項目で減点となる部分のみを合計し、減額変更、成績評定のマイナス評価となってしまいます。工事の一時中止に伴う増加費用の積算に当たっては、県積算基準、標準歩掛を行政情報コーナーでご覧頂けます。協議は時間が掛かりますので早めに細かくお願いします。
〈県技士会・原技術副委員長〉　同等以上の技術者という事は、資格や工事評点、表彰まで全て同等以上でなければいけないですか。
〈県技術管理室・石田副主任専門指導員〉　総合評価の加点項目の中で、技術者配置に関する評価項目が幾つかあります。それを基に当初応札され、価格点以外で加点されているので、それが変わるのであれば、変更に当たっての減額、成績点の減点になるという事です。同等以上の技術者を配置して下さい。

〈上小支部・栁沢理事〉　例えば、工事Ａが発注され、そこに技術者Ａを配置したとします。工事が中止になったので、技術者Ａを工事Ｂに配置しました。工事Ｂが継続しているため、工事Ａに戻れない場合、同等の技術者Ｂを配置すれば良いのでしょうか。

〈県技術管理室・関副主任専門指導員〉　中止期間は明示されるので、その期間は専任配置を要しない事になります。３カ月中止で他の工事が長い工期となれば、工事中止に伴う途中交代をすれば良いです。ただ、総合評価であれば、同等以上でないと減点対象となります。

〈県技士会・黒沢技術委員長〉　他にご意見、ご質問無ければ再提案議題「産業廃棄物処理の計上について」お願いします。

＝新規提案議題「産業廃棄物処理の計上について」＝

〈県技士会・原技術副委員長〉　昨年「アスファルト等の廃材の数量算出方法は、体積計算をして設計数量としている、これが原則。提案趣旨を設計に反映する事は難しい」との回答を頂きました。その後、検証したところ、測定計算値よりもマニフェストの数量が多い場合は、測定計算値で変更するのに、その　　　逆の場合はマニフェストの数量で変更された。オーバーレイの個所等は、アスファルトの厚さが均一でなく、測定頻度にも限界がある。アスファルトに付着した砕石は乳剤により付着していて取り除くのは大変困難。また、現実に再生処理されているのに、その分は受注者が負担している。コンクリートブロック積の裏コンは凸凹があり、その場合少な目の測定値で数量計算をする事が多い－との内容です。

要望・提案事項としては、検証結果のとおり、現場では不満が多くあります。マニフェストによる実数量の計上での変更を要望します。県回答に対して、全県でその見解を統一してもらいたいと思います。発注機関によって計上の仕方が統一してないように思われます。

〈県技術管理室・石坂副主任専門指導員〉　産業廃棄物の処理数量計上については、舗装の場合、舗装厚×面積×単位重量となっています。この体積計算の数量計算が出来る場合は原則として、この計算方法による処理費計上を行っているところです。数量計算で算出した数量と、実態に応じた処分量と大きな乖離がある場合は必要書類を整理頂き発注者と協議をお願いします。合わせて、適正に処理頂く事をお願いします。数量計上は発注機関に通知していますが、さらに徹底します。
〈県技士会・原技術副委員長〉　再確認ですが、数量計算出来る場合はその数値を用いる事でよろしいですね。計算が出来にくい場合はマニフェストの重量での変更も協議によっては可能という事ですが。
〈県技術管理室・石坂副主任専門指導員〉　マニフェストでの変更ではなく、あくまでも数量計算の数量によって変更処理する形になります。

〈県技士会・原技術副委員長〉　数量計算出来にくい場合、ダンプとの重量差に基づく数量は根拠にならないでしょうか。

〈県技術管理室・石坂副主任専門指導員〉　計算出来ないものはそうなるかもしれませんが、可能な限り数量計算による計上をお願いします。
〈県技士会・黒沢技術委員長〉　検証結果に「測定計算値よりもマニフェストの数量が多い場合は、測定計算値で変更するのに、その逆の場合はマニフェストの数量で変更された」とありますが、マニフェストが少ない場合であっても計算値でＯＫですか。

〈県技術管理室・石坂副主任専門指導員〉　レアなケースかと思いますが、いずれにしても設計変更に当たっては発注者と協議頂きたいと思います。
〈県技士会・黒沢技術委員長〉　他にご意見、ご質問無ければ新規提案議題「建設発生土の処分について」お願いします。

＝新規提案議題「建設発生土の処分について」＝

〈松筑支部・藤沢技術委員〉　発注時に建設発生土の処分場所（残土処理場）の確保、指定をお願いしたいと思います。また、近年は近隣に処分場が見つからず受入れ地の確保が困難な時は、有料の民間処分場で残土処理をしているのが現状です。これらの費用（運搬距離、処分費（引取料））を変更対象として計上して下さい。また、受注者での処分場所を確保した場合、排水工、法面処理等の費用を設計でみて欲しいと思います。
〈県技術管理室・関副主任専門指導員〉　残土処理については、受入場所、仮置場所までの距離、時間、保管条件等を明示する事になっています。標準の現場説明事項、施工条件明示事項でも引き渡し場所、処分方法、運搬距離等を示さなくてはならない事になっています。県が指定した処分地を変更する場合は監督員と協議して下さい。受注者の都合で変更した場合は設計変更の対象となりません。処分費用は土質条件により再利用出来ない場合、書類を整理して有料処分とする事も可能ではあります。その点でも監督員と協議して下さい。廃棄物ではなく資源という扱いですので、難しい部分もありますが、基本的には指定処分という事でやっています。処分場の排水工、法面処理については、大量の土砂が出る現場では行っています。必要があれば計上する事も可能ですが、実際には大規模な現場での対応となっています。

〈県技士会・黒沢技術委員長〉　他にご意見、ご質問無ければ新規提案議題「検査記録表に添付する写真の簡素化について」お願いします。

＝新規提案議題「検査記録表に添付する写真の簡素化について」＝

〈県技士会・原技術副委員長〉　しゅん工検査時に説明するためなのか、現在、検査記録表のほとんどに検測写真を添付しています。また検査時に「この測点の写真は？」と検査官からも求められます。写真管理基準に基づいた撮影頻度で管理すれば、写真枚数が半減出来ます。電子納品のみで可能ならば、プリントした写真はほぼ不要となります。重要構造物の不可視部分等特別な場合を除き、施工管理基準に基づいた管理による簡素化への徹底をお願いします。

　一例として、アスファルト舗装工（下層路盤工）の場合ですが、出来形管理基準（測定基準）では基準高・延長40ｍ毎に1カ所、厚さ・各車線200ｍ毎に1カ所を掘り起こし測定、幅・延長40ｍ毎に1カ所ですが、写真管理基準（撮影項目・頻度）では、敷均し厚さ転圧状況・各層400ｍ毎に1回、整正状況・各層400ｍ毎に1回、厚さ・各層毎200ｍに1回、幅・延長80ｍ毎に1カ所です。
〈県技術管理室・宮尾専門指導員〉　今回の簡素化モデル工事への提案でも多かった提案です。工事に必要となるしゅん工書類で求めている写真は、写真管理基準で定める項目、頻度によります。最低限それで良いわけです。また、電子納品されれば、プリントせず、ＣＤ等電子媒体で提出出来ます。段階検査で不可視部の場合、監督員が立ち会い検査記録表をチェックし、現場でＯＫとなれば、写真は必要ありません。立ち会っている状況の写真があれば、「監督員に現場で確認してもらった」と検査員に説明すれば良いわけです。しかし、立ち会えない場合は、写真で残す事になってしまいます。確認のためにどうしても撮影しなければいけない場合はよろしくお願いします。デジカメになると、皆さんもとりあえず撮っておこうという写真が多くなります。納品時にそれが含まれ、膨大な写真量になってしまいますので、写真を出来るだけ必要最低限にする事が簡素化につながるのかなと思います。
〈県技士会・黒沢技術委員長〉　他にご意見、ご質問無ければ新規提案議題「書類の簡素化（施工計画書の活用）について」お願いします。

＝新規提案議題「書類の簡素化（施工計画書の活用）について」＝

〈中高支部・丸山技術委員〉　検査記録表は段階確認時に必要という事で、立ち会った時の写真でＯＫとの話がありましたが、現場では全て写真を撮影し、現場立ち会いの時に写真も合わせて提出しているのが現状です。その辺を施工計画書に記載させて頂き必要か否かを判断出来れば、必要ない物は撮影せずに済むのではと思います。施工計画書に記載する事がイコール、我々の基準書になります。その基準書に則ったものを提出し、それを監督員が承認すれば良いと考えます。必要なものを網羅する事が大前提ですが、それ以外のものを提出する事がないようにして頂ければと思います。

〈県技術管理室・宮尾専門指導員〉　写真の撮影・提出については先程の回答の通りです。写真管理基準の通りであれば、施工計画書は受理されます。それが提出義務のあるものになります。立ち会えない場合の写真は施工計画書では分からないので、その都度、やむを得ず写真撮影をお願いする事になります。書類については、モデル工事でも提出が必要か不要かを特例の中で定めています。天候や温度は現場の記録で監督員に説明すれば良い事になっています。工事日誌の提出は不要としています。新たに提案頂ければ今回のモデル工事に生かし、創意工夫で評価出来るシステムになっています。是非、モデル工事をやられている場合は、提出義務以内の中でご提案下さい。また、アンケートを通じて皆様の意見を今後に生かしていきたいと思います。
〈中高支部・丸山技術委員〉　検査記録表以外の出来形表について、たまに延長等を写真で提出せよと言われる場合があります。あくまでも検査記録表は段階確認時の提出ですが、書式がないために検査記録表と同じ書式を使って出来形として提出する場合、「これは検査記録表だから後ろに写真をつけなくてはいけないよね」と言われる事があります。面積や延長等、写真管理基準に入っていないものを求められた場合、どのように対応すればよいでしょうか。

〈県技術管理室・宮尾専門指導員〉　検査記録表の形で提出すると、監督員も確認しなくてはと思うかもしれません。そうした場合は、「根拠を示して下さい」と仰ってください。

〈県技士会・黒沢技術委員長〉　他にご意見、ご質問無ければ新規提案議題「書類の簡素化について」お願いします。

＝新規提案議題「書類の簡素化について」＝

〈長野支部・池田技術委員〉　工事日誌の省略等の書類の簡素化について、取り組みを進めておられる事と思いますが、現状の進捗をお聞かせください。また、このような意見交換会の内容について、各現地機関への通達はどのように実施されているのでしょうか。我々は意見内容を各社を通じて広く公開しておりますが、現場と現地職員の意見の相違が生じない手立てをお願いしたいと思います。
〈県技術管理室・宮尾専門指導員〉　現状でアンケートの回答があったのは２件のみで、進捗状況を検証するまでに至っていません。出来るだけデータが集まった段階で分析して皆様にお知らせします。意見交換の内容は、課長会議や係長会議等の場で周知しています。出席してないメンバーにも共有してもらう等、なかなか難しい部分もありますが、周知の徹底を図っていきます。
〈県技士会・黒沢技術委員長〉　他にご意見、ご質問無ければ新規提案議題「共通工種における部毎の管理基準、管理項目の差異について」お願いします。

＝新規提案議題「共通工種における部毎の管理基準、管理項目の差異について」＝

〈佐久支部・森屋技術委員〉　長野県の工事で同一工種にも関わらず、建設部と農政部では施工管理基準や管理項目が異なるものがありますが、統一する事は出来ないのでしょうか。アスファルト舗装工を例にあげると、建設部の管理項目が厚さ、幅、平坦性となっているのに対して、農政部では厚さ、幅、平坦性、中心線のズレ、施工延長となっています。アスファルト舗装工において共通する管理項目である幅においても、建設部は40ｍ毎に1カ所の測定で－25までなのに対し農政部では概ね50ｍ毎に1カ所の測定で－30となっています。
〈県技術管理室・宮尾専門指導員〉　施工管理基準について、建設部は国交省、農政部は農水省のものを準用しています。それぞれ発注する工事の目的等が違うためです。統一を図るのは出来ないという事でご承知頂きたいと思います。

〈県技士会・黒沢技術委員長〉　他にご意見、ご質問無ければ新規提案議題「既設道路工事の出来形数値について」お願いします。

＝新規提案議題「既設道路工事の出来形数値について」＝

〈須坂支部・小島技術委員〉　勾配の急な道路の測量を水平距離で行う事は分かりますが、幅員点間距離を水平に出し、出来形面積まで水平距離で行う事は理解出来ません。№１～№２は、水平10ｍであるので縦横断は水平距離で行いますが、出来形は10ｍではなく10.11ｍです。管理は水平でも出来形は斜長距離とすべきと考えます。

〈県技術管理室・宮尾専門指導員〉　ご質問は舗装面積を計算する時の延長の事だと思いますが、基本的に舗装の厚さは重力方向に管理することから、延長は斜距離ではなく水平距離になります。ただ、小規模な維持工事の場合では斜長でも良いと思います。
〈県技士会・原技術副委員長〉　厚さの関係ですが、縦断勾配に対して直角の方向の厚みでコアを管理すると思いますので、通常の５％位ですと舗装厚は縦断勾配に対して直角に計測するとそれが最低厚さになります。実際は水平距離ではなく、面積管理は斜長距離で良いのではと思われますが。

〈県技術管理室・宮尾専門指導員〉　コアは路面に対して垂直に抜くためそう考えてしまいますが、コアの厚さが10㎝ある事で、管理する重力方向に10㎝以上あるという事が確認出来るのだと思います。

〈県技士会・黒沢技術委員長〉　他にご意見、ご質問無ければ新規提案議題「施工プロセスチェックの活用について」お願いします。

＝新規提案議題「施工プロセスチェックの活用について」＝

〈飯田支部・藤本技術委員〉　発注者の皆様におかれては着手前、着手時、施工中、完成時に実施して頂く事によって、書類、施工管理状況等をチェックして頂く事になっています。完成時のチェックは工事書類、現場全体の管理という位置付けだと我々は思っているところです。それが工事評価につながるわけです。工事成績採点表には監督員、主任監督員、総括監督員、しゅん工検査員の考査項目がそれぞれあります。評価において検査員の皆様は出来形及び出来映え、施工管理を評価する事になっていますが、工事全般の事も質問され、我々もそれに答えるわけです。プロセスチェックの内容については、監督員等と情報共有する事で少しでも簡素化の方向に向かっていけないでしょうか。
〈県会計局・小林主任工事検査員〉　しゅん工検査の時点では施工中の体制、状況を確認する事が困難ですので、監督員、主任監督員がチェックしたリストを活用しています。ただし、品質や出来形管理資料等、成績評定に関係する資料については、内容まで確認させて頂く事が必要となりますので、書類については抜き取りで確認させて頂いています。今回、要望を頂きましたので趣旨を検査員に伝え、より効率的に検査出来るように努力して参ります。
〈飯田支部・藤本技術委員〉　特に施工体制の事、元下契約等、施工プロセスの間で重要となってくるものは、プロセスチェックによる確認に重点を置いて欲しいと思います。
〈県技士会・黒沢技術委員長〉　他にご意見、ご質問無ければ新規提案議題「総括監督員等による評価点について」お願いします。

＝新規提案議題「総括監督員等による評価点について」＝

〈長野支部・池田技術委員〉　総括監督員のチェック項目のうち、工事特性の配点が20点と非常に高く内容を見ると、大規模工事が高得点を得て、中・小規模工事の配点が低くなります。配点の見直しを検討頂きたいと思います。
〈県技術管理室・宮尾専門指導員〉　国が平成21年度に改正し、県は23年度にそれに準じて改正しました。見直したポイントは、工事間の技術力の差を明確に評価する事、きめ細やかな技術力を評価する事です。

配点も変わり、安全管理や工程管理等、皆様がこれまでしっかり取り組まれてきた、いわゆる「差が付かない」部分は配点を下げています。逆に差が付くところの配点を上げています。従って点数がばらつくわけですが、平均では微増です。ただ、大規模の場合と中規模の場合では、「100点満点が違うじゃないか」との指摘を皆様から頂いているところです。工事特性について、改正前は高度技術として主任監督員が評価していました。今回、交通量の多さや都市部の厳しい条件の工事、足場の悪さや急斜面の工事等、内容は高度技術だけでなく範囲を広げた形です。現地の課長が様々な工事を見る中で、相対的に評価出来ることから、総括監督員が評価する事になりました。安全対策、工程管理は配点が減っています。高度技術から工事特性に変わった際、5.2点が４点となり1.2点減っているわけです。施工困難な工事はそうでない工事に比べて安全管理でもリスクを負います。事故が起これば安全管理で減点となります。ですから事故無く終わった場合、工事特性で加点しましょうというのが今回の改正です。規模の大きい、小さいでこの部分の点数が無いと言われるとその通りと言わざるを得ませんが、困難な工事はリスクを背負っている事にご理解下さい。

〈長野支部・池田技術委員〉　そうすると、考査項目別運用表の中の「工程」の２点と「安全」の３点、「社会性等」の10点は頑張れば何とか点数を取れるのかという気がします。しかし、工事特性の満点20点はウエートが大きいわけです。監督員、主任監督員は20％づつの配点という事ですよね。
〈県技術管理室・宮尾専門指導員〉　工事成績採点表の評定点計の「中間検査がなかった場合」を見て頂くと、監督員と主任監督員の合計点には0.4、総括監督員は0.2、しゅん工検査員は0.4が掛かります。
〈長野支部・池田技術委員〉　監督員が85点、総括監督員が75点、しゅん工検査員が80点を付けたとすると、按分すれば81点くらいになります。これが監督員50％、総括監督員10％、しゅん工検査員40％の比率になると、計算上１％ほど点数が上がる事になります。工事特性のウエート20点はどうしても高く、規模や特殊性によって点数が取れない場合がありますので、国に準じて採点表を作られていると思いますが、出来れば見直しをお願いします。

〈県技術管理室・宮尾専門指導員〉　配点は県独自の部分もありますが、基本的には国に準じており、基本的なところは変えられません。工事特性で出来るだけ評価出来る内容を各部局に投げ掛けて検討してもらう事を考えています。

〈県技士会・黒沢技術委員長〉　よろしいですか。おかげさまで全ての議題を協議する事が出来ました。ありがとうございました。
〈県技士会・今井技術部長〉　長時間に渡って意見交換頂き有り難うございました。以上を持ちまして、長野県土木施工管理技士会と長野県技術管理室・会計局との意見交換会を終了致します。
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